第1の項目
再任用職員の給与のあり方については、平成26年度の人事院勧告において、再任用職員の給与水準に関しては今後の再任用制度の運用状況を踏まえ、必要な検討を行っていく旨の考えが示されており引き続き国の動向を注視してまいりたいと存じます。
第２の項目
臨時的任用職員の初任給の上限については、これまでも所要の改善を図ってきたところでございます。
臨時講師についても、平成26年度から教育職給料表１級の上限を引き上げる改善を行ったところであり、今後とも他府県の状況や府の財政状況等を踏まえつつ、適切な対応に努めてまいりたいと存じます。
　教育職給料表の２級は教諭の職務の級とされており、臨時講師に適用することは困難でございます。
　第３の項目

通勤手当等の支給の始期及び終期につきましては、国の制度を基準としつつ、人事委員会規則により定められているところですが、人材確保が特に困難となっている臨時的任用の教育職員については、本年度より人事委員会の承認を得て、特例として日割りによる支給方法に見直したところです。

教育職員以外の臨時的任用職員にかかる通勤手当の支給の始期及び終期につきましては、ご要求に応ずることは困難でございます。

　第４の項目

非常勤講師の報酬単価については、勤務実績に応じた報酬となるよう改正したところでございます。

今後とも府の財政状況等を踏まえつつ、国や他府県の状況等も見極めながら、適切な対応に努めてまいりたいと存じます。

　第５の項目

職員の任用にあたっては、地方公務員法に規定されている平等取扱の原則や情勢適応の原則、任用の根本基準である能力実証の原則に基づき、適切に行うこととしております。

技能労務職に係る懸案課題のうち、勤務労働条件に関わる事項については、みなさま方と十分に協議してまいります。

　第６の項目
　平成26年８月21日付けで、土曜授業の実施にあたってのガイドラインを府立学校校長・准校長に通知し、教育委員会が必要と認める場合については、生徒の代休日を設けずに土曜日等に授業（以下「土曜授業」という）を実施することが可能となりました。
　府教育委員会としましては、平成26年度以降、「土曜授業」の実施にあたっては、学校週５日制の趣旨を踏まえるとともに、土曜日等に勤務する教職員については、週休日の振替を確実に行うことを承認の条件としています。
　また、校長が土曜授業の計画を立てる際には、育児・介護要件を持つ教職員には配慮が必要であると考えております。

　第７の項目
教職員の評価・育成システムについては、教職員の意欲・資質能力の一層の向上を図ることにより、教育活動をはじめとする様々な活動の充実、組織の活性化を図ることを目的として実施しています。
　平成２５年度からは教員の人事評価につき、生徒又は保護者による評価を踏まえた授業に関する評価を含めて実施しています。

　また、システムの運用状況の確認を行うため、毎年度、府立学校、市町村教育委員会を対象とした調査を行うとともに、平成２６年８月には授業アンケート結果を踏まえた教員評価を検証し、その結果も踏まえたシステムの改定を行い、平成２７年度から実施したところです。

　引き続き、「教職員の評価・育成システム」がより良い制度となるよう、充実・改善を図ってまいります。

　評価結果の給与等への反映については、平成１９年度から前年度の評価結果を昇給及び勤勉手当に反映しており、また、皆さま方との協議を踏まえ、平成２４年度からは上位評価の昇給への反映を廃止するとともに、勤勉手当については、より勤務成績が反映できるよう成績率を見直したところです。
　第８の項目

　教職員の研修については、地方公務員法第39条の趣旨を踏まえ、府教育センターでは、「初任者研修」「10年経験者研修」「管理職研修」など教職員のキャリアステージに応じた研修、「人権教育」「支援教育」など、教育課題に対応した研修等を実施しているところです。

また、「府立学校に対する指示事項」や「市町村教育委員会に対する指導・助言事項」において、校内外の研修等を効果的に活用し、継続的な人材育成に取組むことを指示・指導しているところです。

今後も、教職員の研修を保障できるよう、適切に進めてまいります。
　また、教育公務員特例法第22条第２項に基づく勤務場所を離れて行う研修については、勤務時間中に職務に専念する義務を免除され、有給で行われるものであることから、承認研修としてふさわしい内容、意義を有することはもとより、府民から十分理解が得られるよう、適切な運用が行われなくてはなりません。
　こうした考え方については、これまで各府立学校長あて通知も行っているところです。

　第９の項目
　府教委では、次世代育成支援対策推進法に基づき、平成27年4月から５年間を計画期間とする新たな大阪府教育委員会特定事業主行動計画を策定したところです。

　次世代育成のための支援策につきましては、平成24年8月に、早出遅出勤務制度の拡充を図るとともに、平成25年8月には、育児時間の弾力的運用を実施したところです。
　また、改正児童福祉法の施行を踏まえ、放課後児童クラブ等の送迎に係る早出遅出勤務について、その利用対象職員の範囲を変更する提案を行ったところです。提案内容につきましても引き続き協議してまいりたいと存じます。
　男性の育児参加休暇の取得促進に向けては、昨年度より、子育て推進月間、ゆとり推進月間での周知に加え、府立学校においてＳＳＣを活用した周知を行うなど、制度の周知を図ったところです。

　また、これらの取り組みに加え、次世代育成の趣旨から取得期間を産後16週まで拡大できるよう検討を行ってまいりたいと存じます。導入時期につきましては、引き続き協議してまいりたいと存じます。
　なお、今般策定した計画につきましては、府費負担教職員に対する取り組みの参考となるよう、各市町村教育委員会へ情報提供を行ったところです。

引き続き、府立学校の休暇取得促進に向けた具体的な取り組みなど、適宜情報提供を行ってまいります。
　今後とも、子育て中の教職員を支援するとともに、すべての教職員が働きやすい職場環境づくりに努めてまいります。

　第１０の項目

　介護のために退職された教員の再採用については、制度を創設しておりますが、教員以外の再採用については、人材確保の必要性や地方公務員法の趣旨などを総合的に勘案した結果、実施することは困難であると考えています。
　なお、制度を利用して３名を再採用しております。
　介護要件を有する教職員に対する勤務条件制度として、介護休暇、介護欠勤制度、短期介護休暇、介護にかかる早出遅出勤務があります。
　これらのうち、介護休暇制度については、これまで期間延長等の改善を図るとともに、平成22年６月30日から、短期介護休暇を創設したところです。

　第１１の項目

　国の「子どもの読書活動の推進に関する基本的な計画」（平成25年5月）では、司書教諭の役割として「学校図書館資料の選択・収集・提供のほか、学校図書館を活用した教育活動の企画の実施、教育課程の編成に関する他教員への助言等」が示されており、学校図書館の運営・活用の中心として、その役割は重要と考えています。
　府教育委員会としては、児童生徒の読書活動を一層推進するために、司書教諭を中心に、全ての教職員による学校図書館の運営体制を確立するよう、市町村教育委員会に対し指導しているところです。
　また、学校図書館法の一部を改正する法律案に対する附帯決議（平成26年6月）では、「地方公共団体は、担当授業時間数の軽減等の校務分掌上の工夫など司書教諭がその役割を十分果たすことができるよう、検討を行うこと。」と示されており、引き続き、法改正の趣旨について、市町村教育委員会担当指導主事会等で伝えていきます。
　学校図書館の運営にあたっては、「学校図書館運営体制の基本的方針」（平成22年４月28日付け教職員室教職員人事課通知第1172号）を策定し、「校長は、司書教諭及び教科、学年、分掌を担当する教員等で構成する図書館運営委員会（仮称）を設置するなど、全教職員が学校図書館の重要性について理解を深めるとともに、学校図書館の円滑な運営を図るための協力体制の構築に努める。」よう指示しています。

　第１２の項目

　小・中学校における支援教育の充実を図るため、支援学級においては、障がい種別ごとの設置をすすめ、平成２７年度は昨年度より小学校で２２８学級、中学校で９９学級、計３２７学級の増設置を行いました。
　その結果、障がい種別が混在する小中学校の支援学級の割合は、昨年度より減少しています。
　支援学級の設置については、市町村教育委員会が地域や学校の実情に応じて学級編制を行う観点から、府教育委員会としましては、今後とも、市町村教育委員会と連携し、児童生徒の状況に応じた障がい種別ごとの学級設置を促進してまいります。
「市町村医療的ケア体制整備推進事業」につきましては、平成２６年度は、２４市町１０７校において、本事業を活用し、看護師が配置されました。

今年度についても、市町村における取組みのインセンティブとして各市町村に対し、看護師を配置する学校に応じた補助を行っています。
　今後とも、障がいのある児童生徒へのきめ細かな対応がより一層推進されるよう充実に努めるとともに、教職員の負担軽減が図られるよう努めてまいります。

　第１３の項目

　栄養教諭・栄養職員につきましては、義務標準法による定数を基礎として、児童生徒の食の指導への対応を行う学校に対する加配も含め、本府の定数状況を勘案の上、配置しております。
　中学校給食の運営については、学校給食の実施主体である市町村が、各市町村の議会等での議論を踏まえ、市町村として最もふさわしい実施方法を決定したものですので、その内容については尊重すべきものと考えております。
　加配措置をしている学校に対しては学校訪問を行っておりますが、その際にも校内体制の整備や、市町村教育委員会のサポート体制等について、必要に応じて指導・助言を行っております。

　第１４の項目

　栄養教諭の代替者は、栄養士である学校栄養職員を臨時技師として任用しているところでございます。

給与条例において、栄養士の給料表は医療職給料表（二）と定められており、ご要求に応じることは困難でございます。

第１５の項目

栄養教職員に対して妊娠時の職務の軽減措置を図ることは、現状では困難です。
　第１６の項目

　アレルギー疾患を有する子どもへの対応については、６月に実施した学校保健・給食主管課長会議や学校給食担当者連絡会において、あらためて周知を図ったところです。
　府教育委員会では、国庫事業「学校保健総合支援事業」において、教職員・保護者を対象とした専門医師によるアレルギーに関する研修会を、1月に実施する予定です。また、７月29日開催の公益財団法人 日本学校保健会並びにファイザー株式会社主催の「食物アレルギー・アナフィラキシー対応研修会」を市町村教育委員会に周知したところです。

　今年度、医療関係者及び学校・教育行政等の職員等による委員会を設置して、アレルギー対応等に関する調査研究を行うとともに、ガイドライン等の策定に向けて検討しているところです。
　府費負担教職員の配置につきましては、義務標準法による定数を基礎として、各学校が抱える課題とその具体的な取り組みに対して、効果的・重点的な配置に努めることにより、今後とも適正な勤務労働条件の確保等に向けて取組んでまいります。
　第１７の項目

　日本学校保健会が現在改定作業をすすめている「健康診断マニュアル」並びに「児童、生徒、学生、幼児及び職員の健康診断の方法及び技術的基準の補足的事項について」については、８月末を目途に学校に示される予定であると聞いております。
　府教委としては、文部科学省の動向を踏まえ、検診の在り方について検討していく予定です。

　第１８の項目

　「感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律施行規則の一部を改正する省令」の施行に併せて、「結核患者に対するＤＯＴＳ（直接服薬確認法）の推進について」の一部が改正され、学校での服薬確認方法等が示されております。
　保健所長から連絡確認ＤＯＴＳの実施を依頼された場合、患者の状況や学校の実情に応じてご協力いただきますようお願いします。

　第１９の項目

平成28年度以降の高等学校の入学者選抜制度については、昨年度公表いたしました「大阪府公立高等学校入学者選抜制度改善方針」及び「平成28年度大阪府公立高等学校入学者選抜方針」をもとに、制度の詳細について５月下旬から６月中旬にかけて市町村教育委員会や中学校の校長及び進路指導担当者などに対して説明を行いました。

　また、中学生の進路選択を支援するため、全ての公立高校を紹介する「平成28年度版大阪府公立高等学校等ガイド」を作成し、７月上旬に全ての府内の中学校３年生に向けて配付するほか、大阪府内の全ての公立高校が集まる「大阪府公立高校進学フェア2016」を、今年度も開催いたします。
　あわせて、公立高等学校や支援学校の学校情報を効率的に提供する「大阪府公立高等学校・支援学校検索ナビシステム（咲くなび）」を平成25年度より稼働しております。

今後とも、各学校のホームページの充実を図るなど、情報提供できるよう努めてまいります。
　加えて、府内各地区の進路指導の核となる中学校の校長・担当教員からなる進路指導地区代表者連絡会を今年度も継続して開催し、情報の収集や共有などを行うことで、中学校における進路指導の充実に努めております。

　第２０の項目

障がいのある教職員に対する「合理的配慮」に関しては、障害者の雇用の促進等に関する法律の改正等を踏まえ、今後とも適切に対応してまいります。
　第２１の項目

大阪府教育委員会においては、これまでも、「ともに学び、ともに育つ」教育を進めてきた。平成25年に策定した「大阪府教育振興基本計画」では、基本方針に「障がいのある子ども一人ひとりの自立を支援します」と示し、一人ひとりの教育的ニーズに応じた支援の充実に取り組んでいるところです。

平成28年4月に施行される「障害を理由とする差別の解消に関する法律」において、お示しの「合理的配慮」の提供は公立学校における法的義務であり、大阪府教育委員会としても、各学校において適切な対応ができるよう取り組んでいく必要があります。
　障がいのある子どもたちに対する「合理的配慮」を行うにあたっては、適正な勤務労働条件の確保に向けて取り組んでまいります。

　第２２の項目

　快適な職場環境づくり及びハラスメント防止の観点から、教育委員会としてメッセージの発出に向けて調整を行っているところです。
　メッセージが効果的なものとなるよう、内容等につきまして検討を行っているところです。
　今後とも、快適な働きやすい職場環境づくりに努めてまいります。

　第２３の項目

　教員が子どもたちと向き合い、触れ合う時間の確保に向けて、平成20年１月に「教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチーム」を設置し、様々な角度から検討を行ってきました。
　平成24年度においては、大阪府教育委員会として検討すべき取り組み内容を「教職員の業務負担軽減に関する報告書」にとりまとめ、プロジェクトチームとしての調査・検討を終えたところです。
　今後、この報告書に示されている「今後の取組み」について、教育委員会の関係課が、課題解決に向けた検討を行うとともに、その進捗管理を行ってまいります。なお、具体的な取り組みを進めるにあたり、勤務労働条件に関わる事項について所要の協議を行ってまいりたいと存じます。
　なお、スリットデータや長時間労働者の医師面談実施状況などを踏まえて、長時間労働者の健康障がいに関し、府立学校安全衛生協議会に課題の洗い出し等を図る場を設置することとしてまいりたいと存じます。

　第２４の項目

適正な業務管理と職員の健康管理の観点から、より一層の時間外勤務の縮減を図るため、府立学校各校が、労働基準法第36条第1項に基づく協定（三六協定）締結を実施するための手引きを、平成27年7月に府教委として策定したところです。

　手引きの活用を図りつつ、府立学校各校における三六協定締結の取り組みについて、引き続き推進してまいります。
　なお、「三六協定締結の手引き（府立学校版）」は各市町村教育委員会へも情報提供を行うこととしているが、府費負担教職員の業務管理や健康管理の参考となるよう、市町村教育委員会の取組みに対し、今後とも府教委として可能な範囲で協力を行ってまいります。

　第２５の項目

　各種調査をはじめとする文書事務については、平成25年3月の教職員の業務負担軽減に関するプロジェクトチームが作成した報告書の「各種調査等の見直し」を踏まえ、府教育委員会が実施主体となって調査・報告等を求めた文書に対して、調査の廃止、調査の統合、調査項目の削減や精査、回答方法の工夫や簡略化、調査頻度の減少等見直しを行い、負担軽減に努めているところです。
　大阪府教育センターでは、初任者研修の日程につきまして、平成23年度より社会体験研修を２年目実施としておりますが、平成26年度からはさらに府実施分の校外研修２回分を２年目実施することで、初任者が学校で児童生徒とかかわる時間をより確保したところです。
　また、地域に根ざした教育の一層の推進を図るため、地域の実情を踏まえ、全25回のうち10回分を市町村教育委員会実施としています。
　今後とも、府内市町村教育委員会の状況を勘案しながら、より一層効果的な初任者研修の在り方について、検討を進めてまいります。
　研究指定校につきましては、これまでも市町村の主体的な取り組みを尊重するとともに、府が推進すべき施策の趣旨を踏まえ事業を進めております。
　研究成果を府内全域へ発信するなど、今後も各校の取組みを有効に活用してまいります。
　第２６の項目

改正労働安全衛生法については平成26年6月25日に公布され、政令によりストレスチェック及び面接指導の実施については、施行の期日を平成27年12月1日とされているところです。

現在、国の省令、告示、指針等に基づき、ストレスチェックを効果的に実施するための手法、面接指導の具体的な実施方法等の検討をすすめており、府立学校においては50人未満の学校を含めた全校でのストレスチェックの実施、及び、個人情報保護の徹底など、府教育委員会として適切に対応してまいります。

また、市町村教育委員会に対して、法改正の趣旨、国の動向等を情報提供し、市町村立学校においても適切に対応できるよう働きかけてまいります。

　第２７の項目

　精神疾患により休職している教員が復職する際の支援については、復職後２週間を限度として人的措置を行っているところです。

府立学校において、精神疾患により休職している教職員が復職する際、精神科医等の専門家による健康審査会で復職後の配慮事項を審議し、校長・准校長に業務負担軽減、見守り・声掛け等の配慮事項等を通知しているところです。
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